2006 年11月10日

アフリカ日本協議会　近藤

『NGOから学ぶ！アフリカで活動するNGOのマネージメント』

第6回「新たなる挑戦に向けて（レビューとワークショップ）」
1. 日時：2006年11月10日（金）18：30-21：00

2. 場所：丸幸ビル2F共用会議室（東京都台東区東上野1-20-6丸幸ビル2階）
3.  事業展開と運営評価

4.  出席者：18名（+オブザーバー1名）

************************************************************************************

レビュー（第１回目～５回目）

アフリカ日本協議会事務局より報告

ワークショップ

①今までのセミナーで焦点となった「資金」「事業展開・人材育成」についてグループで話し合う。

②今までのセミナーで明らかとなった課題や問題を元に、それを解決するために必要なスキームやシステム、解決策を考えていく。

※ファシリテーター紹介

「資金」→アフリカ日本協議会　プログラム・コーディネーター：稲場雅紀氏

「事業展開・人材育成」→日本ブルキナファソ友好協会　理事：清水貴夫氏

①ワークショップ：「資金」について

○難しいこと、困っていること

a)助成金に関して

・安定的な収入の確保が難しい。

・年間予算が組みにくい。

・助成金や資金を多様化してプロジェクトを安定させたいが、同時に自己資金も強化していきたいと考えている。

・まだ活動年数が少ないので、助成金がなかなか取れない。

・会員制度を導入したいがどうしたらよいだろうか。

・海外プロジェクトには資金がつくが、国内の事務経費は少なく、会員増加が見込めないと運営が厳しい。特に助成金は国内経費に使えないものが多いので、とても困っている。

・アフリカでのプロジェクト関係にはお金を出さないなど、助成金自体が縮小傾向にあるのではないかと最近感じている。そうすると助成財団の意向に、資金が左右されてしまう。

b)広報面に関して

・「かわいそうな」イメージを使わず、団体をアピールすること

→緊急救援など、開発協力において現地の人々には力があり、そこに対して自分たちは一緒に協力していく、といった姿勢で取り組んでいる。しかし「かわいそうな」イメージに訴えないでお金を集めていこうとすると、理屈っぽくなってしまい、人々は団体の活動を理解はしてくれるがお金は出さない。そこで、常にジレンマが生じてしまう。

・団体の顔であるホームページ（HP）だが、最近はHPのクオリティ（質）が向上しているので、良いデザイナーがボランティアとして参加してくれるかどうか、そういった優秀な人材を確保することが課題となっている。

→解決策になるのかは分からないが、デザインやホームページ作成をしたい人で国際協力に携わりたい、国際協力をしたいひとは意外に多い。ネットワークを拡げていき、積極的にそういった人にコンタクトを取り、ボランティアに引き込んでいくのが良いのではないだろうか。そういった人材の出会いの場所があれば良いと思う。

c)会計に関して

・現地で領収書管理に膨大な労力がかかる。

→ほとんど全ての（助成金を受けている）プロジェクトは、領収書が必要になってくる。しかしアフリカで、それを求めるのは限界があると思う。例えば、ケニアでマタツに乗っても領収書は出してくれない。クリスマス時期には、料金が一時的に値上がりをすることもあるが、本部の人は、何故このように価格が違うのか分からないので、問い合わせが来てしまう。領収書にはサインかスタンプが必要だが、現地では自動的に名前の入った領収書を発行する。しかし、本部からそれでは領収書にならないと言われることもある。会計ができる専属の日本人を置かなければ、そのプロジェクトは引き受けられないと考える。よって、そういう人材がいない場合は、会計報告が困難な助成金には手を出さないほうが良い。

・草の根技術協力プロジェクトが出来るのは、セミナー第1回目の「フー太郎の森基金」のプレゼンでもあったが、求められているレベルの会計ができる者がいないと、非常に難しいと思う。逆に言うと、そういう人材がいるからこそ、プロジェクトが遂行できる、ということも言える。

○（NGOが）努力すべきこと

a)自己資金について

・シンポジウム・イベントなどを企画し、活動資金に当てたい。

→毎年、アフリカの人たちに参加してもらい、日本の支援者も呼んで、資金を集めるイベントを開催している。頻繁には出来ないので、もう少し別な方法でいろいろとイベントができないか模索している。たまたまアフリカ・コンゴの人が実行委員にいるので、その人を通じてマネージメントを行っている。

・他団体の例だが、カレンダーとチャリティーコンサートで継続的な自己資金を得ている。それぞれ専任の人材が就いているからできるのであって、小さな団体では限界がある。

・ワークキャンプを実施している。派遣する人にお金を自分で出してもらって、現地に人を派遣し、労働もしてもらうというシステムである。

b)広報・宣伝

・広報では、イメージを大切にして、人やお金を引き込むよう努力している。

→子供や若者の写真を使うことによって、若い人も一緒に頑張っていこう！というPOPなイメージを全面に押し出している。目的としては、ボランティアやワークキャンプに参加してくれる人材確保である。

・会員獲得、会員へのフォローアップ。会員制度の維持は非常に大切である。

・アフリカに興味のない人でも、音楽や絵を通じてアフリカに興味を持ってもらい、日本のアーティストなども巻き込んで、他のNGOとは違った戦略を出していきたい。より幅広い層にリーチしていきたい。チャリティーコンサートを聞くだけではなくて、参加型の太鼓ワークショップなどの要素を入れてやっていくという方法を考えている。

c)事業収入の戦略

・現地の人たちが、コミュニティーの中で、独立採算制を作り、資金的にも自立していくという方法を考えると良いのではないだろうか？→プロジェクトの撤退戦略・現地での資金確保の問題

・アフリカでもグラミン銀行のようなものがあれば良いとは思う。アフリカでも国によっては、似たシステムがあるところがある。但し、組織を作るなどの能力がないところに、いきなりシステムを導入したりするのは非常に難しいのではないだろうか。

ワークショップ：「資金」のまとめ

【困難な点】

①助成金：民間・政府

②資金マネージメント：会員制度、広報の仕方、イベントの実施方法

③現地の自立：NGOと現地の関係性

NGOの資金に関して、困難な点が3つ挙げられた。助成金は民間財団と政府の財団の2つがあり、アフリカに対する助成金の大枠が減少するなどの困難もあるが、NGO側でも努力することがまだあるのではないか？という話になった。次に資金マネージメントだが、会員制度を充実させることや、広報の強化、イベントによって事業収入を増やす、などの努力をすることが大切である。現地での自立を促進するために、現地で独立採算制を取るなども必要である。そういった情報をシェアするために、ネットワーキングや情報共有の場が必要である。

【提案】

◇NGOのネットワーキングや情報シェアをどのようにやっていくと意味があるのか？

・お見合い（民間助成財団とNGOで会合をして、どのような団体に支援したいなど、ドナー側の意見も聞きたい）

・助成金・自己資金ノウハウのシェアリング（助成金経験者から話を聞く、など）

・連絡網（リソースパーソンなどのリスト、疑問があったときに何処に問い合わせれば良いか？などのリストが必要）

・異なった分野との交流（全く違う分野の人と話をすると、また違ったアイデアが出るのではないか？）

補足：制約の厳しいJICAの事業などを請け負うと、会計のハンドリング（帳簿や領収証等の処理）をするだけでも大変なので、会計の管理者を出せないようであれば、そのようなスキームは利用しない方がよいのではないか？という意見があった。

質問：自己資金で事業を行うことは問題ないが、政府のODAに対して提言や批判などがある場合は、政府から助成金をもらっている団体だと資金援助を受けるのは難しいのではないか？

答え：ドナーが要求する基準をクリアーできないような団体であれば、そもそも申請すら難しいと思う。しかし自分たちの団体の主張は、外務省やJICAのパートナー事業を実施しているのであれば、何か指摘すべき点があった場合は、より提言しやすいのではないだろうか？なぜなら、外務省やJICAの中心的な人と、プロジェクトに関して日頃から話しているからである。

②ワークショップ：「事業展開・人材育成」について
【課題とその解決のために、次のように経験を共有した】

a)途上国側の人材（スタッフ）について

・お金を持って逃げた。約束を守らない。嘘をつく。

・せっかくローカルスタッフに能力強化を行っても、3ヶ月ごとに変わってしまうので、また教育をし直さなければならない。資金があまり捻出できない中で、なんとか持続発展的なプロジェクト政府が担当職員をすぐ変えてしまうため、持続発展的なプロジェクトができない。せっかく人材育成しても、他団体へ行ってしまう。

・エリート意識が少し出てきたり、村内で女性問題を起こしたりしたことがあった。その際は、即クビにする。ローカルスタッフにもNGO側の意識（どうしてこのプロジェクトを行っているか）を強く伝え、絶対に妥協はしない。NGOのスタッフの下に、さらに村出身の若者をサブスタッフとして採用する。そうすると、より多くの人へ活動を普及できるようになる。スタッフの良い点、上手くいった点はスタッフみんなの前で褒める、上手くいかなかった点も同様に、みんなの前で指摘して話し合っている。厳しくスタッフ管理を行っている。

・お金の持ち逃げにどのような対処をしたのか？⇒クビにした。良い人に当たるまで苦労して頑張っていく。

・ローカルスタッフには絶対に大きなお金を渡さないように心掛けている。ある程度信頼関係ができると、小口現金（プロジェクトサイトにいるスタッフへ、毎月4千円くらい前渡しをして、翌月戻しとして精算する）は管理させるが、それ以上は渡さない。

・外務省から助成金をもらっているが、資金を引き出せるのは現地人責任者と会の代表2人だけに限定している。また、毎回活動レポートと会計報告書を日本に送付させて、領収書と引き合わせて不明な点がある場合は、どこがおかしいかを見直して、細かい部分まで追求を行っている。

・信頼できる人に出会うにはどうすれば良いのだろうか？

・信頼ベースで仕事はできないことをみて、プロジェクトを組まなければいけない。

・プロジェクトの管理など、日本人がやり始めると、全て日本人がやらないといけない状態に陥ってしまう。そうすると、全てを抱え込む形となるので、ローカル団体同士でチェックし合う、といった形を作っている。

・信頼できる人がいても、その人が年を取って辞めてしまったらどうしよう、と心配はしている。後継者の育成も、やっていかなければならないが、非常に難題である。

・お酒を大量に飲むひとがいたが、ケニア人同志が注意したら、その人はお酒をきっぱり止めてしまったということがあった。同じ日本人が注意するよりも、同じケニア人が注意すると効果がある。

・ローカルスタッフで、プライベートとプロジェクトの問題との区別がなく一緒にするスタッフがいたが、日本人スタッフが注意しても聞いてくれなかった。しかし、他のローカルスタッフが説明し、注意をしたら謝りに来て、理解できたようである。

・信頼関係を深めすぎると、甘えが出てしまったりする。

・研修会の時に、飲み食いをするなどは絶対にさせない。また、領収書を持ってこないと、資金は認めない。

・現地の人以上に、現地の状況を（物価など）を知っていないと、領収書などの見極めができない。

・現地のスタッフは、研修会に食事などを出さないと、人は集まらないと言っていたが、お金をそこに出すことはできないと主張してそのまま実施することにした。昼食は出さなかったが、結局は50人以上も集まった。よって、思い込みや先入観に捉われないようにすべきである。

・毎日来る人は手弁当で来てもらうが、老人・村長・長老といった、所謂エルダーを大事にしていかなければならない。

・何かあったら全て長老に相談して、長老が全て決める。そういう手順を踏むことが大切である。

b)いつ、どの時点で「自立」とみなすのか（事業を終了する時の判断）

・段階的に切り上げることは可能だが、目標設定が難しい。色々なレベルがあると思うが、一般的には、NGOスタッフが現地にいなくても、その地域に何らかの運営組織が、自らで資金を作り出し、活動を継続させて、自分たちの生活改善を続ける状態だと考える。

・現地の人が、自分で食べるものを作ることができる、字を書くことができる、子供のものを縫製することができる、などを基準として切り上げていく。

但し、活動の項目によっていつを「自立」と見なすのかは異なる。今は5～6年で現地を去るようにしている。

・過去の反省として2次的に評価をして、彼らができることを主体としてケアしている。現地の人たちを啓蒙していくような現地の人材を育成していく。事業を切り上げる際は、後は自分たちで自立して行っていくように、と言っている。一度プロジェクトから引き上げた後で、また資金援助をして欲しい、などの不満を言っても、基本的には援助はしない。但し、定期的に二次的評価をしていくことが大切で、褒める、広報をする、などこちらでできる範囲のことを実施していく。

・ケニアで孤児院をやっている日本の団体は4団体ほどあるが、なかなか運営が難しい。というのも、自立することが終了だとすると、孤児が自立するのは20年ほどかかるからである。

c)日本における人件費などの問題

・日本人の意識を変える努力をNGOがしていかなければならない。

・自分が生活できないのに、他の人の支援はできないと思う。NGOの待遇自体を改善しない限り、人材の確保は難しい。

・VISAが切れて帰ってしまう、という人材も多い。

・ある一人の人が立ち上げた団体が、後継者を得て継続していくことが、果たしていいことなのだろうか？先駆者の考えを引き継いだNGOが世代を超えて続いていくよりも、それぞれの人の考えでNGOを立ち上げていくほうがいいのではないのだろうか。必ずしも継続していくことがいいこととは言えないのではないだろうか。

・NGO自体の後継者というよりも、日本人がいなくても、現地の人たちが自分たちで継続していく、そういったインフラを作っていく方が重要なのではないだろうか。

d)評価について

・プロジェクトを現地でスタートした時、第三者の研究者や国際機関の方がサイトを訪問してくださり、提言をしてくれた。それは、本当に嬉しいことだった。特に開発の勉強をして始めたわけではなかったので、自己満足に終わってしまう懸念はあったが、そんなときは第三者の評価に非常に支えられた。違う視点からの評価は重要である。

e)NGO同士での情報共有について

・実際に会って話をすれば、次回に会ったとき、話がしやすくなる。よって、こういった会合の場は大切だと感じる。

・但し、あまりネットワークがありすぎるのも、大学や研究機関などからアンケートの案内などが大量に来て、大変である。（安易に物事を尋ねすぎる傾向がある）

・日本の庶民の人に理解してもらうためには、自分たちがキャラバンのようなものを組んで全国を回って話をしていかなければならないと思う。広報する対象は、小学校・中学校から少しずつ根気よく続けていかないと、一般市民に対して国際協力やNGOに支援する意識は生まれないと思う。

・NGOの集まりだけにすると、学生は来にくいのではないだろうか。敷居が高いなど感じてしまうのではないか。もっと、一般市民も関われるような集まりにすべきである。

ワークショップ：「事業展開・人材育成」のまとめ

【課題・解決方法】

①資金の管理　

現地の人々と、しっかりと信頼関係を築く。きちんとしたチェック機能が持てるメカニズムを作る。日本人が注意するだけではなく、現地の人から注意してもらった方が、スムーズに解決するという事例も挙げられた。

②事業の引き上げ　いつ引き上げればよいか？

目に見える結果が出るプロジェクトであれば、ある程度見極めが容易ではあるが、事業の引き上げに関しては分野や項目によって差が出てくると思われる。おおよそ5～6年のスパンで事業を引き上げていくのも一つの方法なのではないか、という意見もあった。

③人材育成

若い人たちでも国際協力に興味があってこの分野に入ってくる人は多いが、生活設計などを考えた場合、給料はある程度の水準を維持していかなければならない。但し、給料を上げれば良いという訳ではなく、働く人には団体の明確なビジョンを持ってもらう必要がある。そして、自分でも将来NGOを立ち上げるような人になってもらうのが大切ではないかという意見が出た。

【提案】

ODA・NGOといっても市民には聞き慣れないので、外務省などの支援により、NGOがキャラバンを組んで全国を回り、市民に国際理解を広めていく方法があれば良いのではないか？という提案があった。現地の人の意識を変えるのも大切だが、日本市民の考えや意識を変えていき、自然に支援できるような環境を作ることも、NGOの仕事ではないだろうか。特に、子供の時からの意識付けが大切なので、子供相手のイベントを行うことも重要だと考えている。
